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〒125‐0041 東京都葛飾区東金町２－７－１３ 

電話：０３－３６０９－７６６８ 

FAX ：０３－３６０９－０４０４ 

E-mail: sr8sekijima@yahoo.co.jp 
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深刻深刻深刻深刻なななな少子化問題少子化問題少子化問題少子化問題とととと不安定雇用不安定雇用不安定雇用不安定雇用のののの解決解決解決解決 
    

 

◆◆◆◆増増増増えるえるえるえる未婚者未婚者未婚者未婚者 

近年、出生率の低下が問題となっていま

すが、実は一夫婦当たりの出生率はほぼ横

ばいです。真真真真にににに問題問題問題問題なのはなのはなのはなのは、、、、未婚率未婚率未婚率未婚率のののの上昇上昇上昇上昇

によりによりによりにより、、、、子子子子がいないがいないがいないがいない家庭家庭家庭家庭がががが増増増増えていることえていることえていることえていること

だといわれていますだといわれていますだといわれていますだといわれています。。。。    

厚生労働省の発表によれば、2007 年度の

出生数のうち第１子は約 52 万人、第２子は

約 40 万人と、それぞれ前年比１％余り減少

し、全体数も２年ぶりに減少しました。婚

姻数は約 72 万件と２年ぶりに減少、未婚者

が増えています。平均初婚年齢は、夫・妻

ともに 0.1 歳上昇し、晩婚化に伴う晩産の

影響で、第１子を産む母親の平均年齢は

29.4 歳と過去最高を更新しています。 

一方、第３子以上は約 47 万人で前年比

４％の増加となりました。2007 年は景気が

底堅く推移し、家計に余裕が出たことで、

30 歳代後半の層を中心に「もう１人産みた

い」という夫婦が増えたためと思われます。 

 

◆◆◆◆国国国国をあげてのをあげてのをあげてのをあげての対策対策対策対策がががが必要必要必要必要 

少子化の背景には、働き方の変化が大き

く関連しています。生活不安を抱える男女

が結婚・出産に踏み切れないケースが多く、

第２次ベビーブーム（1971 年～74 年）に続

く第３次ベビーブームが起きる兆しはあり

ません。そのため、ワーキングプアーや派

遣等の不安定雇用にメスを入れ、社員化や、

社会保険加入が飛躍的に図らなければ解決

にはなりません。 

30 歳代半ばの団塊ジュニア世代の結婚・

出産による押上げ効果がなくなれば、出生

率の減少幅が拡大する可能性もあります。 
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審査終了審査終了審査終了審査終了のうちのうちのうちのうち認認認認められたものめられたものめられたものめられたもの 44444444％％％％    
    

総務省の「年金記録確認第三者委員会」

では、同委員会発足後の１年間の申立てが

6 万 490 件あったと発表しました。このう

ち審査が終了したものは１万 5,594 件（全

体の 25.8％）で、そのうち記録訂正が認め

られたものは 6,847件となっています。 

また、同委員会では、企業が従業員の厚

生年金保険料を着服していたと思われるケ

ースが、2007年度中に 202件あったと認定

したそうです。従業員の給与から保険料を

天引きしておきながら納付していなかった

ようであり、このような事例はまだまだ他

にもあるとみられています。 

 

 

社会保険庁は、現在は約 6,200 万人の年

金加入者に限定されているインターネット

上での年金記録照会について、約 3,300 万

人の年金受給者にもサービスを拡大する方

針を明らかにしました。 

2008 年度中にも、「ねんきん特別便」に

関する情報、過去の標準報酬月額や保険料

納付履歴などを確認できるようにするそう

です。 

サービスサービスサービスサービスのののの概要概要概要概要    

① 社会保険庁のホームページで申込みを

する。    

② 申込み内容と社会保険庁で管理する記

録による本人確認後、ユーザＩＤ・パス

ワードが自宅に郵送される。 

③ 社会保険庁のホームページからユーザ

ＩＤ・パスワードと申込時にご自身で設

定した「お客様設定パスワード」を入力

する。 

④ 閲覧できる年金加入記録  

・これまでの公的年金制度の加入の履歴

（加入制度、事業所名称、資格取得・喪

失年月日、加入月数等） 

・国民年金保険料の納付状況 

・厚生年金の標準報酬月額、標準賞与額

など 
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◆◆◆◆２２２２つのつのつのつの重要法案重要法案重要法案重要法案がががが継続審議継続審議継続審議継続審議にににに    

通常国会が6月21日に閉会となりました

が、「改正労働基準法案」、「改正障害者雇用

促進法案」は成立せずに、継続審議となっ

ています。 

この２つの重要法案は、秋の臨時国会に

提出され審議されると思われます。 

 

◆◆◆◆時間外時間外時間外時間外労働労働労働労働 80808080 時間時間時間時間をををを超超超超えるとえるとえるとえると 5555 割増割増割増割増しししし    

改正案における大きな柱は、「時間外労働

が一定の時間を超えた場合の割増率のアッ

プ」です。 

時間外労働時間が一月、45時間を超え 80

時間までの場合の割増賃金率については２

割５分以上の率で労使協定で定める率とし

（努力義務）、80 時間を超えた場合の割増

賃金については５割増とする、というのが

その内容です。 

なお、上記の「80時間」の部分について

は、「60 時間」に修正されるような動きも

ありますので、注目しておくべきでしょう。 

 

◆◆◆◆時間単位時間単位時間単位時間単位のののの年次年次年次年次有給休暇有給休暇有給休暇有給休暇    

改正労働基準法案のもう１つの柱は、「年

次有給休暇の時間単位での取得」です。 

現在、有給休暇については、最低取得単

位が原則として「１日」とされていますが、

時間単位で細かく取得できるようにして、

近年落ち込んでいる有給休暇の取得率アッ

プにつなげるのがねらいです。また、細か

い単位で取得できることが子育て支援につ

ながるという考えもあります。 

なお、この改正内容については、労働者

の過半数で組織する労働組合（ないときは

労働者の過半数を代表する者）との書面に

よる協定により、時間単位で有給休暇を与

える労働者の範囲、時間を単位として与え

ることができる有給休暇の日数（５日以内）

などを定めることとされています。 

 

◆◆◆◆「「「「101101101101 人以上人以上人以上人以上企業企業企業企業」」」」のののの    

                障害者雇用促進法障害者雇用促進法障害者雇用促進法障害者雇用促進法案案案案    

現在は障害者の雇用者数が法定雇用率

（1.8％）に満たない従業員「301人以上」

の企業に課されている納付金の支払義務に

ついて、順次「201人以上」、「101人以上」

の企業へ拡大するということがこの改正案

の大きな内容です。 

また、障害者雇用義務の対象労働者に、

「短時間労働者」（週の労働時間が 20時間

以上 30時間未満）も追加されることも盛り

込まれています。 

なお、この改正案は 2009 年４月１日施

行予定ですが、納付金支払義務が課される

企業の拡大については、「201人以上」へは

2010年７月、「101人以上」へは 2015年７

月とされています。 
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●●●●日雇日雇日雇日雇いいいい派遣大手派遣大手派遣大手派遣大手「「「「グッドウィルグッドウィルグッドウィルグッドウィル」」」」がががが廃業廃業廃業廃業    

日雇い派遣大手「グッドウィル」が廃業した。

近日中に東京労働局に労働者派遣事業の廃止

届を提出するとみられる。同社によれば、派遣

登録スタッフ約 6,100 人のうち、転職先が決ま

ったのは約 3,600 人（派遣先での直接雇用が約

1,600 人、同業他社への登録が約 2,000 人）だ

という。（7 月 31 日） 

 

●●●●口座振替口座振替口座振替口座振替でででで税負担税負担税負担税負担がががが減減減減るるるるケースケースケースケースもももも        

後期高齢者医療制度後期高齢者医療制度後期高齢者医療制度後期高齢者医療制度    

厚生労働省は、後期高齢者医療制度の保険料

の納付方法について、世帯主の口座振替にする

と、年金からの天引きの場合よりも世帯の税負

担が減るケースがあると発表した。口座振替へ

の変更は、申請すれば 10 月分の保険料から可

能となる。口座振替が可能となるのは過去２年

間に国民健康保険料の滞納がない人。年金収入

が年180万円未満の人は世帯主や配偶者の口座

からの振替も認められる。（７月 30 日） 

 

●●●●失業率失業率失業率失業率がががが 0.10.10.10.1 ポイントポイントポイントポイント悪化悪化悪化悪化してしてしてして 4.14.14.14.1％％％％にににに    

６月の完全失業率が 4.1％（前月比 0.1 ポイン

ト上昇）となったことが、総務省の発表により

明らかになった。また、就業率（15～64 歳のう

ち職についている人の割合）は 71.3％と５年２

カ月ぶりに前年同月を下回った。有効求人倍率

も前月から 0.01 ポイント低下して 0.91 倍とな

った（厚生労働省発表）。（7 月 29 日） 

 

●●●●「「「「下請下請下請下請けたたきけたたきけたたきけたたき」」」」がががが原因原因原因原因のののの賃金不払賃金不払賃金不払賃金不払いはいはいはいは    

公取委公取委公取委公取委にににに通報通報通報通報へへへへ        

厚生労働省は、労働基準監督署が賃金不払い

等を把握した場合その原因が「下請けたたき」

であるときには、公正取引委員会や経済産業省

に通報する制度をつくることを決めた。中小企

業の労働者保護のためには下請け問題の対策

が必要と判断したためで、同省は近く全国の労

働局に通達を出し運用を開始する方針。（7 月

21 日） 

 

●●●●社会保障分野社会保障分野社会保障分野社会保障分野「「「「５５５５つのつのつのつの安心安心安心安心プランプランプランプラン」」」」原案発表原案発表原案発表原案発表    

社会保障政策を強化して少子高齢化社会に対

応することを目的として、政府が緊急に取り組

む対策をまとめた「５つの安心プラン」の厚生

労働省の原案が明らかになった。高齢化社会へ

の対応／医療体制の強化／子育て支援／非正

規労働者の支援／厚生労働行政の信頼回復の

各分野における新規政策が盛り込まれており、

今後、この原案をもとに検討が進められる。（7

月 20 日） 

 

●●●●添乗員添乗員添乗員添乗員へのへのへのへの「「「「みなしみなしみなしみなし労働時間制労働時間制労働時間制労働時間制」」」」適用適用適用適用はははは不当不当不当不当    

派遣添乗員の女性が不払い残業代約20万円の

支払いを求めていた労働審判で、東京地裁は女

性の主張を大筋で認め、会社（阪急トラベルサ

ポート）側に約 14 万円の支払いを命じる審判

を下した。女性は「みなし労働時間制」の適用

を不当とし、法定労働時間を超えて働いた分の

残業代を支払うよう申し立てていた。（7 月 19

日） 

 

●●●●社保事務所社保事務所社保事務所社保事務所がががが８８８８月月月月はははは土土土土・・・・日曜日日曜日日曜日日曜日もももも相談受付相談受付相談受付相談受付    

社会保険庁は、平日には相談に行きにくい年金

加入者からの相談に応じるため、８月のすべての

土・日曜日について、社会保険事務所を開けると

発表した。受付時間は午前９時半から午後４時ま

で。 （7 月 19 日） 

  


